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第１章 基本的な考え方 

 

１ 業務継続計画の目的 

本町における震災への対策は、町民の生命、身体及び財産を守るために、

災害対策基本法（昭和３６年法律第２２３号）第４２条の規定に基づく「栄

町地域防災計画（震災編）」（以下「地域防災計画」という。）を基本計

画として、本町にも影響を与える直下型地震など大規模地震を想定し、予

防から応急対策、復旧までの各種の対策を講じている。 

このような中、大規模地震が発生した場合には、業務資源（施設、設備、

職員、ライフライン、物品等）の制約などで行政自体の機能低下も想定さ

れる状況下においても、町民の生命及び身体を守ることを最優先としつつ、

生活に不可欠な行政サービスについても優先的に対処すべき通常業務を特

定し、これらの業務継続に必要な資源の確保や、指揮命令系統の明確化等

について必要な措置を講じることにより、大規模な地震災害が発生した場

合でも、適切に業務執行を行うことを目的として、栄町業務継続計画（地

震編）（以下「業務継続計画」という。）を策定する。 

 

 

２ 地域防災計画と業務継続計画の関係 

   地域防災計画は、災害対策基本法に基づき策定された計画であり、想定

される災害に対する災害予防、災害応急対策及び災害復旧など、防災対策

に係る業務を定めたものである。 

一方、業務継続計画は、地域防災計画の策定過程において必ずしも検討さ

れていない、町行政自身が被災し、被災により様々な制約の伴う状況下にお

いても継続が求められる通常業務があることから、優先的に継続すべき業務

（「非常時優先業務」）等を定めた計画である。 

地域防災計画と業務継続計画の相違点の詳細は、次の表のとおりである。  
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地域防災計画と業務継続計画の相違点 

 地域防災計画 業務継続計画 

計画の趣旨 

・地方公共団体が、発災時また

は事前に実施すべき災害対

策に係る実施事項や役割分

担等を規定するための計画。  

・発災時の限られた必要資源を基

に、非常時優先業務を目標とす

る時間・時期までに実施できるよ

うにするための計画。  

行政の被災 

・行政の被災は、想定していな

い。  

 

 

・庁舎、職員、電力、情報システ

ム、通信等の必要資源の被災

を評価し、利用できる必要資源

を前提に計画を策定する。  

対 象 業 務 

・災害対策に係る業務（予防業

務、応急業務、復旧・復興業

務）を対象とする。  

・非常時優先業務を対象とする

（応急業務だけでなく、優先度

の高い通常業務も含まれる）。  

業 務 開 始 

目 標 時 間 

・必要事項ではない。 

 

 

・非常時優先業務ごとに業務開始

目標時間を定める必要がある。  

業務に従事

する職員の

飲料水 ・食

糧等の確保 

・業務に従事する職員の飲料

水・食糧、トイレ等の確保に係

る記載は必要事項ではない。  

・業務に従事する職員の飲料水・

食糧、トイレ等の確保について

検討の上、記載する。  

 

 

３ 業務継続方針 

   大規模地震が発生した場合は、町民の生活及び経済活動等に多大な被害

を及ぼす恐れがあり、町が災害時にその機能を継続するため、以下の方針

に基づき、非常時優先業務の選定等について検討し、業務継続計画を策定

する。 

 

 

 

 

 基本方針 

①大規模災害から町民等の生命、身体及び財産を守ることを最優先とする。 

②業務継続のために必要な態勢をとり、必要な資源を最大限有効に活用する。 

③優先度の低い通常業務は、原則として停止する。 
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４ 業務継続計画の効果 

災害発生時には、業務量が急激に増加し、極めて膨大なものとなるが、

業務継続計画を策定し、あらかじめ職員へ周知しておくことで、非常時優

先業務を迅速かつ適切に実施することが可能となり、災害発生直後の混乱

で行政が機能不全になることが避けられる。 

また、非常時優先業務へ集中して資源を投入することで、災害発災直後

の業務レベルの向上が期待される。 
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５ 計画の発動及び解除 

 

（１）発動 

大規模な地震の発生により災害対策本部が設置された場合とする。 

 

    災害対策本部設置基準（栄町防災初動マニュアル） 

・栄町において、震度５強以上の地震が発生したとき。(自動配備) 

・東海地震及び東京湾北部地震の警戒宣言発令したとき。 

・大規模な災害が発生するおそれがある場合等で、町長が必要と 

認めたとき。 

 

（２）解除 

災害応急対応業務が概ね終了し、安定的な業務継続が可能と町長が

判断した場合とする。 
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 第２章 前提とする被害 

 

１ 想定地震 

南関東地域では、今後３０年以内にマグニチュード７クラスの地震が発

生する確率が７０％程度とされていることから、近い将来における地域の

地震リスクを考える上で「平成２６・２７年度千葉県地震被害想定調査報

告書」で想定されている地震のうち、千葉県での被害が最も大きいと予想

される千葉県北西部直下地震において、栄町でも震度６強の揺れになると

想定をしている。 

 

震源：千葉県北西部 

規模：マグニチュード７．３ 

 

 

２ 被害想定（冬１８時発災、風速８ｍ/ｓ） 

 

建 物 被 害 予 測 

揺れによる全壊棟数 ３００棟 

液状化による全壊棟数 ２０棟 

半 壊 棟 数 １，１００棟 

人 的 被 害 予 測 
死 者 ０人 

負 傷 者 ２００人 

栄町へ帰宅困難者 平日１２時発災想定 ７９０人 

避 難 者 数 

発災１日後 
避難所 ５００人 

避難所外 ３３０人 

発災１週間後 
避難所 １，４００人 

避難所外 １，４００人 

上 水 道 被 害 人 口  ２，８００人 

下 水 道 被 害 人 口  ５３０人 

ガス機能支障世帯数 
都 市 ガ ス ０世帯 

Ｌ Ｐ ガ ス ３８０世帯 

（平成 26・27 年度千葉県地震被害想定調査報告書より抜粋） 
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 電 力  

   発災直後は、電力の供給能力が夏場のピーク時のおよそ半分程度にまで

落ち、回復までに概ね１ヶ月程度を要すると予測する。 

 

 通 信  

   固定電話は、停電により直後は約４８％の不通回線率となると予測する。 

   また、携帯電話については、基地局のバッテリーが１日保つため、発災

直後は基地局が停波に至る割合は小さいが、翌日には停電の影響を受ける

と予測する。 

   なお、発災直後は大量のアクセスによりほとんど通話ができなくなると

予測される。 

 

 道路施設  

   震度６弱以上では概ね６ｋｍにつき１箇所程度の割合で被害が発生する

と予測する。 

 

 鉄道施設  

   震度６弱以上では概ね１週間以上の運行支障が予測される。 
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第３章 職員体制 

 

 １ 指揮命令系統の確保 

大規模地震発生時、不測の事態に迅速に対応するためには、指揮命令系

統の確立が重要であるため、町長が参集していない場合又は参集に時間を

要する場合を想定し、あらかじめ職務代行体制を定める。 

 

職務代行の対象者 
職務代行者 

第１順位 第２順位 第３順位 第４順位 

町 長 副町長 総務課長 企画政策課長 財政課長 

 

 

２ 職員の参集 

勤務時間外（職員在宅時）に地震が発生した場合の職員の参集について

予測を行い、非常時優先業務に従事可能な職員数を把握する。 

   また、職員の、災害時初動対応は「栄町防災初動マニュアル」によるも

のとし、震度５強以上の地震が観測された場合、全職員は自動参集し、状

況に応じ必要な体制をとるものとされている。 

   しかしながら、大規模地震発生時における道路事情、交通機関の全面ス

トップ、さらに職員や家族の負傷等、被災することもあることから、職員

の参集想定については、次のとおりとする。 
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全職員の時間別想定参集者数            （令和2年1月現在） 

職員総数 

１７１人 

１時間 

 以内 

３時間 

 以内 

12時間 

 以内 

24時間 

 以内 

72時間 

 以内 

想定人数 ２８人 ６５人 ５５人 ０人 ２３人 

（積算） （２８人） (９３人) (１４８人) (１４８人) (１７１人) 

参集割合 16.4％ 38.0％ 32.1％ 0％ 13.5％ 

（積算） （16.4％） （54.4％） （86.5％） （86.5％） （100％） 

参集率を90％とし

た場合の参集人数 
２５人 ８３人 １３３人 １３３人 １５３人 

 

※ 職員総数については、消防職員及び任期付職員、短時間再任用職員を除く。 

※ 徒歩で参集することを想定し、時速３kmで所要時間を計算、また、身支度、家族の

安否確認などの準備時間として３０分をプラスして算出。 

※ 参集距離が２０km以上の職員は、公共交通機関が復旧するまで参集不可と想定し、

72時間以内の人数に計上。 

※ 参集率については、栄町の建物被害予測率が12％となっていることを参考に、職員

全体では平均10％の被害と設定し、参集率を90％とした。 

 

 

  参集人数はあくまでも想定であり、実際に災害が発生した場合には、想定

通りの参集人数が確保できないことも予想される。 

  また、対応が長期化したり、２４時間対応となった場合には交代要員の確

保も必要となる。 

 

（参考）阪神・淡路大震災における各自治体の参集状況の概要 

 1月17日 

(18時間後) 

1月18日 

(42時間後) 

１月19日 

(66時間後) 

1月20日 

(90時間後) 

1月25日 

(210時間後) 

神戸市 ４１％ 約６割 約７割 約８割 約９割 

芦屋市 ４２％ ５２％ ６０％ ６９％ ― 

西宮市 ５１％ ６６％ ６９％ ７８％ ― 

 出展：「地域防災データ総覧 阪神・淡路大震災基礎データ編」財団法人消防科学総合センター 
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第４章 業務執務環境の整備 

 

 非常時優先業務を遂行する上で必要となる庁舎、電力、情報通信、飲料水・

食糧・トイレ等の基礎的な資源について、地震発生後にどの程度確保できるの

かについて想定を行う。 

 

 １ 庁舎 

   役場庁舎及びふれあいプラザさかえ、安食小学校体育館については、建

築基準法施行令（昭和５６年６月施行）の新耐震基準に準拠して設計され

ており、本計画では役場庁舎は使用可能であると想定する。 

   しかしながら、オフィス家具や事務機器が転倒する等、執務スペースの

確保が困難になるとともに、停電や通信の不通等ライフラインの被害が発

生することが想定される。 

   なお、万一役場庁舎が使用できなくなった場合は、災害対策本部機能を

ふれあいプラザさかえへ移転し、本計画を実施する。 

 

■代替庁舎 

施設名 

建築年 

（耐震対

応状況） 

災害危険度 附帯設備・事務機器等 

洪水 液状化 
その他
火災等 

非常用
発電機
／燃料 

通信 

機器 

情報シ
ステム 

食糧・

水・トイ

レ 

事務機
器備品 

役 場 

庁 舎 

昭和 

61年 

( ○ ) 

○ ○ ○ 
〇 
軽油 

○ 
(県防災
情報シス
テム) 

○ × ○ 

ふれあ
いプラ
ザさか
え 

平成 

６年 

( ○ ) 

× ○ ○ 

○ 
消防設
備等用 
400㍑ 

× × × ○ 

安食小

学校体

育館 

平成 

15年 

( ○ ) 

○ ○ ○ × × × × × 
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 ２ 電力 

   大規模地震発生時には停電の可能性があるが、現在役場庁舎には非常用

発電機が設置されており、負荷最大使用時において約２２時間稼働可能と

なっている。しかし、停電が長期にわたった場合には燃料の補充が必要と

なる。なお、代替庁舎についても非常用発電機の設置が必要と考えられる

が、緊急的な対応として小型の発電機により最低限の電力は確保するよう

努める。また、状況により大型発電機をレンタルするなどの対応が必要と

考える。 

 

３ 情報通信 

   ◎通信 

発信のできる電話は庁舎内に１６１台あるが、電話交換機を使用する

ことから、電力は必要不可欠であり、電力が供給されていれば通信不良

となる可能性は低い。しかし、通信混雑による「輻輳
ふくそう

」が発生する可能

性がある。 

    アナログ回線の災害時優先電話は、発信のみ優先される回線で、現在

役場庁舎内には４回線ある。 

その他には、千葉県防災行政無線ネットワークとして、県庁・県関係機

関・各市町村・消防本部及び防災関係機関など２５５機関を結ぶ衛星電話

や防災ＦＡＸが設置されている。 

※災害時優先電話が設置されている場所 

設置場所 平時の状況 

町長室 電話回線 

健康介護課 ファクシミリ回線 

税務課 システムのネットワーク専用回線 

５階大会議室 災害時用として確保 

※県防災行政無線ネットワークとして設置されている衛星電話・防災ＦＡＸ 

設置場所 各種機器 

総務課 衛星電話，防災ＦＡＸ 

宿直室 衛星電話 

建設課 衛星電話 

消防署(消防防災課) 衛星電話，防災ＦＡＸ 
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◎各種情報システムの維持、復旧 

   住民情報関係の各種電算システムは、各業務を支える重要なシステム

であり、システムサーバーを利用して運用している。 

このシステムについては、サーバー及び機関系ネットワーク装置が被

災した時は、各種電算システムが使用できなくなり、復旧までに時間を

要す事になる。さらに、各部署に設置している住民情報システム端末な

どは電力供給が必要不可欠である。 

しかしながら、発災時は停電する可能性があることから、災害応急対

応業務に必要な住民情報については、電算機器が使用不可能な時は紙媒

体を利用し、初期対応するものとする。 

   また、住民情報関係の各種システムについては、毎日バックアップさ

れており、庁舎内サーバー及び電算会社においては２箇所にて同一デー

タをバックアップしているとともに、当町はクラウド方式を利用してい

ることから、本庁舎が利用できなくなった場合でも、時間はかかるもの

のデータ復旧は可能となっている。 

 

４ 備蓄（食糧・飲料水） 

   発災時には原則として備蓄による対応とするが、現時点おいて役場庁舎

内に備蓄は無く、飲料水については、水道管からの給水が停止した場合、

受水槽に貯水されている３㎥が使用の限度となることから、今後は食糧や

飲料水の備蓄の検討が必要である。 

また、備蓄されるまでの対応として、食糧・飲料水及び必要生活備品に

ついて、平素より職員各々が最低３日分を準備し、庁舎内の各個人のロッ

カー等に備蓄することとする。 

   しかし、職員が４日目以降も継続して災害業務に従事することも想定し、

今後、住民用とは別に庁舎内への備蓄を検討する必要がある。 

 

 ５ トイレ 

   職員が業務に従事するに際して、トイレを使用することが当然想定され

るが、断水時の庁舎内トイレは貯水槽にある水４．５㎥が使用限度となる。 

そのため、仮設トイレは必要不可欠ではあるが、現在庁舎内に備蓄してい



- 12 - 
 

ないことから、備蓄されるまでの間は、一般用として備蓄しているトイレを

利用するものとし、今後、備蓄について検討する。 

 

※ 参考 

    現在の役場庁舎での水の使用量は、１ヶ月約２５３㎥で１日利用量は  

１２．０５㎥である。 

    また、役場庁舎の貯水槽については、飲料水用とトイレ等用でタンク

が分かれており、飲料水３㎥、トイレ等の水４．５㎥となっている。 

    なお、水の使用目安は下のとおりである。 

    ・１人が１日に必要とする飲料水はおよそ３リットル 

    ・トイレ１回の水の使用量はおよそ１０リットル 
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第５章 非常時優先業務 

 

非常時優先業務とは、災害時において優先して実施する業務のことで、図に

示す業務が対象となる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

１ 災害応急対応業務 

   地震発生直後より、町民の生命・財産・生活を守るための対応が求めら

れ、特に人命救助及びこれに関係する活動については最優先とするととも

に優先度が高い復旧・復興業務及び発災に伴い新たに発生する業務などを

災害応急対応業務として「別表１」のとおりとし、栄町防災初動マニュア

ルに従い災害対策本部体制において全庁体制で実施する。 

 

２ 優先度の高い通常業務 

地震発生後に町が実施しなければならない災害応急対応業務に加え、発

災時においても業務継続の優先度の高い通常業務があることから「別表２」

のとおり選定し実施する。 

 

 

  

栄

町

業

務

継

続

計

画 

(

栄
町
防
災
初
動
マ
ニ
ュ
ア
ル)

 

栄

町

地

域

防

災

計

画 

災害応急対応業務 

通常業務 

業務継続の優先度が高い業務 

 

 

災害復旧業務 

優先度の高い復旧業務 

非
常
時 

優
先
業
務 
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第６章 業務継続計画の推進 

 

 １ 職員の意識向上 

   職員の意識を高めるために、各課等の長は、職員に対して次の事項につ

いて周知するとともに、職員は被災時の準備をしておく必要がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ２ 訓練の実施 

   職員全員が業務継続計画の重要性を理解し、一人ひとりの職員に課せら

れた役割を果たすことができるよう訓練を行い、その対応能力の向上に努

める。 

   この訓練については、非常参集訓練、情報メールを利用した安否確認訓

練、各種システムの復旧訓練等を実施し、訓練で明らかになった課題や改

善点を明確にして対応していく。 

 

 

 ３ 計画の見直し及び更新 

   業務継続計画については、外部環境の変化や機構改革に伴う組織の改編

また、人事異動などにより、行うべき業務や必要な資源は絶えず変化して

いくこととなる。 

   今後、計画・実行・評価・改善としたＰＤＣＡの手法を用いて継続的に

見直しを行い、現状に即した計画に更新していく。 

① 被災時には、公務員として災害時の業務に当たる責務がある。 

② 本計画の実効性を確保するためには、職員にこの計画内容を周知し、

職員自身が重要性や各自の役割を理解しておくことが必要である。 

③ 過去の災害時に起きた様々な問題について、職員自身が自らの問題と

して考え、対応できるようにする必要がある。 

④ テレビやラジオ、インターネット等の多様な手段により、正確な情報

を収集できるようにしておく必要がある。 

⑤ 本計画を遂行するにあたり、職員が参集できる環境が重要であること

から、職員及び家族が被災リスクを減らすため、個々家庭においても家

具等の固定、非常時の連絡方法及び非常食等の確保など、日頃より準備

をすることも重要である。 

⑥ 職員各自においても、非常参集時の必要品や最低３日間の食糧、飲料

水等を常備しておく必要がある。 
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別表１  災害応急対応業務（災害対策本部） 

部名及び担当課等 主な事務分掌 

業務開始目標 

３

時

間

以

内 

24

時

間

以

内 

３

日

以

内 

１

週

間

以

内 

本部事務局 

 

◎事務局長：消防長 

 

・消防長 

・消防防災課長 

・消防防災課防災班 

・各課より消防長が指 

名する者 

 

１ 災害対策本部の設置に関すること。 ●    

２ 現地災害対策本部の設置に関すること。 ●    

３ 職員の動員（参集状況・安否・健康管理・交代管

理）に関すること。 
●    

４ 情報メールに関すること。 ●    

５ 本部会議の運営及びその他各部に属さない所管

事項に関すること。 
 ●   

６ 国、県等関係機関との連絡調整に関すること。 ●    

７ 気象及び地震等の情報の収集に関すること。 ●    

８ 町及び県防災行政無線に関すること。 ●    

９ 行方不明者の把握に関すること。 ●    

10 各部との連絡調整に関すること。 ●    

11 被害状況調査及び応急対策実施状況等に関する

こと。 
●    

12 車両等の管理及び配車に関すること。 ●    

13 職員の給食及び衛生管理に関すること。  ●   

16 避難勧告等の発令に関すること。 ●    

17 自衛隊等への広域応援派遣要請及び受入体制の

整備に関すること。 
 ●   

18 海外からの応援協力等に関すること。    ● 
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別表１  災害応急対応業務（災害対策本部） 

部名及び担当課等 主な事務分掌 

業務開始目標 

３

時

間

以

内 

24

時

間

以

内 

３

日

以

内 

１

週

間

以

内 

情報管理部 

 

◎統括：企画政策課長 

 

・企画政策課 

・財政課 

・税務課 

・出納室 

 

１ 町有財産（文教施設は除く）の被害状況調査に関

すること。 
●    

２ 情報管理部所管被害調査及び応急対策実施状況

等の報告に関すること。 
●    

３ 庁内電話、電気施設等の確保に関すること。 ●    

４ 家屋のり災台帳の作成及び証明に関すること。    ● 

５ 災害応急対策に係る財政措置に関すること。  ●   

６ 災害関係経費の出納に関すること。  ●   

７ 計画停電に関すること。  ●   

８ 帰宅困難者に関すること。  ●   

９ 車両及び応急災害用資機材の借上に関すること。  ●   

10 災害時の義援金の管理及び運用に関すること。    ● 

11 災害に関する写真及びビデオ等による記録に関

すること。 
●    

12 報道機関との連絡調整及び取材対応に関するこ

と。 
 ●   

 

部名及び担当課等 主な事務分掌 

業務開始目標 

３

時

間

以

内 

24

時

間

以

内 

３

日

以

内 

１

週

間

以

内 

広報・渉外部 

 

◎統括：総務課長 

 

・総務課 

・環境協働課 

・議会事務局 

１ 住民等からの問合せ及び相談窓口の設置に関す

ること。 
●    

２ 広報・渉外部所管の被害調査及び応急対策実施状

況等の報告に関すること。 
●    

３ 議会関係者に対する連絡調整に関すること。  ●   

４ ボランティアの受入れ及び調整に関すること。   ●  

５ 避難情報等の広報に関すること。 ●    

６ その他、住民への連絡に関すること。  ●   
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別表１  災害応急対応業務（災害対策本部） 

部名及び担当課等 主な事務分掌 

業務開始目標 

３

時

間

以

内 

24

時

間

以

内 

３

日

以

内 

１

週

間

以

内 

応急処理・衛生部 

 

◎統括：建設課長 

 

・建設課 

・まちづくり課 

・下水道課 

・産業課 

・環境協働課 

・農業委員会 

１ 公共土木施設等の被害調査及び応急対策に関す

ること。 
●    

２ 商工業及び農林畜産関係被害状況調査及び応急

対策に関すること。 
●    

３ 下水道施設の被害状況調査及び応急対策に関す

ること。 
●    

４ 急傾斜地崩壊危険箇所等の調査及び応急対策に

関すること。 
●    

５ 道路障害物の除去、道路警戒及び緊急輸送路の確

保に関すること。 
●    

６ 応急処理・衛生部所管の被害調査及び応急対策実

施状況等の報告に関すること。 
●    

７ 交通安全施設の保全に関すること。 ●    

８ 建物応急危険度判定に関すること。    ● 

９ 防疫及び公衆衛生に関すること。   ●  

10 葬祭業者等に対する協力要請に関すること。   ●  

11 死亡者の収容及び埋火葬に関すること。   ●  

12 印西地区環境整備事業組合との連絡調整に関す

ること。 
  ●  

13 ガレキの処理に関すること。   ●  

14 塵芥収集等広域応援の受入れ、調整に関するこ

と。 
   ● 

15 放射能に関すること。    ● 
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別表１  災害応急対応業務（災害対策本部） 

部名及び担当課等 主な事務分掌 

業務開始目標 

３

時

間

以

内 

24

時

間

以

内 

３

日

以

内 

１

週

間

以

内 

福祉・医療部 
 

◎統括：福祉・子ども

課長 
 

・福祉・子ども課 

・健康介護課 

・住民課 

１ 避難所の開設及び管理運営に関すること。（教育

部と連携すること） 
●    

２ 救護所の開設及び救急医薬品等に関すること。 ●    

３ 福祉・医療部所管の被害調査及び応急対策実施状

況等の報告に関すること。 
●    

４ 医師会等医療関係機関との連絡調整に関するこ

と。 
●    

５ 災害弱者対策に関すること。 ●    

６ 避難所備品の設置等に関すること。 ●    

７ 日本赤十字社その他福祉関係団体との調整に関

すること。 
 ●   

８ 住民の保健医療及び相談に関すること。  ●   

９ 救急患者の収容及び医療救護に関すること。 ●    

10 物資等の調達、供給に関すること。  ●   

11 食糧や飲料水の調達及び管理に関すること。  ●   

12 医療材料の調達、供給に関すること。  ●   

13 保健所との調整に関すること。  ●   
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別表１  災害応急対応業務（災害対策本部） 

部名及び担当課等 主な事務分掌 

業務開始目標 

３
時
間
以
内 

24
時
間
以
内 

３

日

以

内 

１
週
間
以
内 

教育部 
 

◎統括：教育総務課長 

 

・教育総務課 

・学校教育課 

・生涯学習課 

１ 児童生徒の安全対策に関すること。 ●    

２ 教育施設等の被害調査及び応急対策に関するこ

と。 
●    

３ 教育部所管の被害調査及び応急対策実施状況等

の報告に関すること。 
●    

４ 学校関係機関との連絡調整に関すること。  ●   

５ 避難所の開設及び管理の支援に関すること。（福

祉医療部と連携すること） 
●    

 

部名及び担当課等 主な事務分掌 

業務開始目標 

３
時
間
以
内 

24
時
間
以
内 

３

日

以

内 

１
週
間
以
内 

消防部 
 

◎統括：消防署長 

 

・消防防災課 

・消防署 

１ 消防職員の動員及び配置に関すること。 ●    

２ 消火及び救急救助に関すること。 ●    

３ 災害情報の収集に関すること。 ●    

４ 消防施設の被害状況調査及び応急対策に関する

こと。 
●    

５ 消防部所管の被害調査及び応急対策実施状況等

の報告に関すること。 
●    

６ 消防活動状況の本部事務局への報告に関するこ

と。 
●    

７ 消防団との調整に関すること。  ●   

８ 緊急援助隊に関すること。  ●   

９ 各部の応急対策活動の応援に関すること。   ●  

10 避難情報等の広報に関すること。 ●    

11 災害危険区域の巡視に関すること。   ●  
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別表２  優先度の高い通常業務 

課名等 分掌事務 

業務開始目標 

１

日

以

内 

３

日

以

内 

14

日

以

内 

１

ヶ

月

以

内 

１
ヶ
月
を
超
え
る 

総務課 

 

 

１ 町長等の秘書に関すること。 ●     

２ 渉外に関すること。   ●   

３ 栄典事務に関すること。     ● 

４ 町長の資産公開に関すること。     ● 

５ 職員の人事、給与及び福利厚生に関すること。   ●   

６ 職員処分審査会に関すること。     ● 

７ 職員懲戒審査委員会に関すること。     ● 

８ 特別職報酬等審議会に関すること。     ● 

９ 人材育成に関すること。     ● 

10 電話交換に関すること。   ●   

11 課長会議に関すること。    ●  

12 人権擁護に関すること。     ● 

13 人権相談、行政相談及び交通事故相談に関する

こと。 
    ● 

14 広聴に関すること。     ● 

15 行政区域に関すること。     ● 

16 自衛官の募集に関すること。     ● 

17 行政資料室の管理運営に関すること。     ● 

18 危機管理対策に関すること。 ●     

19 交通安全施策及び交通安全団体との連絡調整

に関すること。 
    ● 

20 交通安全対策会議に関すること。     ● 

21 防犯に関すること。   ●   

22 いずれの課にも属さない事務に関すること。     ● 

23 議案の審査及び調整に関すること。     ● 

24 行政文書管理に係る事務の総括に関すること。     ● 

25 例規等の審査及び法令の解釈その他法制に関

すること。 
    ● 

26 公印の管理に関すること。 ●     

27 争訟に係る事務の総括に関すること。     ● 
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別表２  優先度の高い通常業務 

課名等 分掌事務 

業務開始目標 

１

日

以

内 

３

日

以

内 

14

日

以

内 

１

ヶ

月

以

内 

１
ヶ
月
を
超
え
る 

総務課 28 行政手続の適正化に関すること。     ● 

29 例規集、法令書等の管理及び公告式に関すること。     ● 

30 情報公開に係る事務の総合調整に関すること。     ● 

31 個人情報保護に係る事務の総合調整に関すること。     ● 

32 情報公開・個人情報保護審査会に関すること。     ● 

33 行政不服審査会に関すること。     ● 

 

 

課名等 分掌事務 

業務開始目標 

１

日

以

内 

３

日

以

内 

14

日

以

内 

１

ヶ

月

以

内 

１
ヶ
月
を
超
え
る 

企画政策課 １ 定住・移住の促進に関すること。    ●  

２ トップマネジメントの支援に関すること。    ●  

３ 総合計画の推進に関すること。    ●  

４ 総合戦略の推進に関すること。    ●  

５ 政策審議会に関すること。    ●  

６ 行政評価に関すること。     ● 

７ 交通システムに関すること。 ●     

８ 新たな交付金等の活用に関すること。    ●  

９ 市町村合併に関すること。     ● 

10 広域行政の連携に関すること。    ●  

11 各種統計に関すること。    ●  

12 広報に関すること。   ●   

13 町ホームページに関すること。 ●     

14 有料広告に関すること。    ●  

15 再生可能エネルギーの促進に関すること。     ● 
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別表２  優先度の高い通常業務 

課名等 分掌事務 

業務開始目標 

１

日

以

内 

３

日

以

内 

14

日

以

内 

１

ヶ

月

以

内 

１
ヶ
月
を
超
え
る 

財政課 １ 予算の編成に関すること。  ●    

２ 予算の執行管理に関すること。 ●     

３ 地方交付税に関すること。    ●  

４ 町債に関すること。    ●  

５ 財政健全化の推進に関すること。    ●  

６ その他財政に関すること。     ● 

７ 庁舎及び公共施設（普通財産に限る。）の管理

に関すること。 
●     

８ 町有地（普通財産に限る）の管理に関すること。  ●    

９ 庁用自動車の運行及び管理に関すること。 ●     

10 庁用備品及び消耗品の管理に関すること。 ●     

11 総合賠償補償保険に関すること。   ●   

12 契約に関すること。   ●   

13 入札に関すること。   ●   

14 契約の履行確保のための検査に関すること。   ●   

15 情報機器等の管理に関すること。  ●    

16 電算事務の総合調整に関すること。  ●    

17 情報化の推進に関すること。    ●  

18 矢口工業団地拡張に関すること。     ● 
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別表２  優先度の高い通常業務 

課名等 分掌事務 

業務開始目標 

１

日

以

内 

３

日

以

内 

14

日

以

内 

１

ヶ

月

以

内 

１
ヶ
月
を
超
え
る 

税務課 
１ 固定資産税の賦課に関すること。     ● 

２ 固定資産に係る証明及び諸事項の閲覧に関する

こと。 
 ●    

３ 公図の整備及び保管に関すること。     ● 

４ 国有財産等所在市町村交付金及び納付金に関す

ること。 
    ● 

５ 住民税の賦課に関すること。     ● 

６ 軽自動車税の賦課に関すること。     ● 

７ 町たばこ税に関すること。     ● 

８ 住民税の課税に係る証明に関すること。  ●    

９ 租税教育に関すること。     ● 

10 町税並びに滞納となっている国民健康保険税及

び介護保険の保険料並びに後期高齢者医療の保険

料（以下「滞納債権」という。）の収納整理に関

すること。 

    ● 

11 町税及び滞納債権に係る嘱託及び受託に関する

こと。 
    ● 

12 滞納となっている町税（以下「滞納町税」とい

う。）及び滞納債権の徴収督励に関すること。 
    ● 

13 滞納町税及び滞納債権に係る滞納処分に関する

こと。 
    ● 

14 滞納町税及び滞納債権に係る参加差押え及び交

付要求に関すること。 
    ● 

15 納税証明に関すること。  ●    

16 納税意識の啓発に関すること。     ● 
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別表２  優先度の高い通常業務 

課名等 分掌事務 

業務開始目標 

１

日

以

内 

３

日

以

内 

14

日

以

内 

１

ヶ

月

以

内 

１
ヶ
月
を
超
え
る 

住民課 １ 戸籍及び戸籍の附票に関すること。  ●    

２ 住民基本台帳に関すること。 ●     

３ 特別永住者等に関すること。   ●   

４ 印鑑の登録及び証明に関すること。   ●   

５ 埋火葬及び改葬許可に関すること。 ●     

６ 人口動態に関すること。     ● 

７ 犯歴事務に関すること。    ●  

８ 住民基本台帳ネットワークに関すること。 ●     

９ 個人番号制度に関すること。  ●    

10 通知カード及び個人番号カードに関すること。   ●   

11 公的個人認証の電子証明書に関すること。  ●    

12 相続税法（昭和２５年法律第７３号）第５８条

の通知に関すること。 
    

● 

13 住居表示に関すること。     ● 

14 住居表示審議会に関すること。     ● 

15 自動車の臨時運行の許可に関すること。  ●    

16 税務に関する証明書の交付に関すること。   ●   

17 交通災害共済に関すること。     ● 

18 施設の利用の予約に関すること。    ●  

19 その他窓口業務に関すること。   ●   

20 国民健康保険特別会計に関すること。  ●    

21 国民健康保険の被保険者の資格の管理に関する

こと。 
●     

22 国民健康保険税の賦課徴収に関すること。  ●    

23 国民健康保険の保険給付に関すること。   ●   

24 国民健康保険運営協議会に関すること。    ●  

25 医療費の適正化に関すること。   ●   
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別表２  優先度の高い通常業務 

課名等 分掌事務 

業務開始目標 

１

日

以

内 

３

日

以

内 

14

日

以

内 

１

ヶ

月

以

内 

１
ヶ
月
を
超
え
る 

住民課 26 その他国民健康保険に関すること。  ●    

27 後期高齢者医療特別会計に関すること。  ●    

28 後期高齢者医療の保険料の徴収に関すること。  ●    

29 その他後期高齢者医療制度に関すること。   ●   

30 国民年金被保険者の資格取得及び喪失に関するこ

と。 
 ●    

31 国民年金裁定請求及び諸届の審査、進達その他報

告に関すること。 
 ●    

32 その他国民年金に関すること。   ●   

 

 

課名等 分掌事務 

業務開始目標 

１

日

以

内 

３

日

以

内 

14

日

以

内 

１

ヶ

月

以

内 

１
ヶ
月
を
超
え
る 

環境協働課 １ 協働パートナーの育成及び連携に関すること。     ● 

２ 協働パートナーの支援に関すること。     ● 

３ 住民及び職員の協働意識の高揚に関すること。     ● 

４ 自治組織の育成及び支援に関すること。   ●   

５ コミュニティ活動の推進に関すること。     ● 

６ コミュニティ施設に関すること。     ● 

７ 認可地縁団体に関すること。    ●  

８ 男女共同参画の推進に関すること。     ● 
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別表２  優先度の高い通常業務 

課名等 分掌事務 

業務開始目標 

１

日

以

内 

３

日

以

内 

14

日

以

内 

１

ヶ

月

以

内 

１
ヶ
月
を
超
え
る 

環境協働課 １ 一般廃棄物の減量化及び再資源化に関すること。     ● 

２ 廃棄物減量等推進審議会に関すること。     ● 

３ 一般廃棄物の収集運搬の委託に関すること。  ●    

４ 粗大ゴミ等の収集運搬に関すること。    ●  

５ 尿処理に関すること。    ●  

６ その他一般廃棄物の適正処理に関すること。    ●  

７ 自然環境の保全に関すること。     ● 

８ 環境審議会に関すること。     ● 

９ 公害防止の指導及び規制に関すること。     ● 

10 あき地の雑草等の除去に関すること。     ● 

11 土砂等による土地の埋立て、盛土又は堆積行為の

規制に関すること。 
    ● 

12 合併処理浄化槽の設置に関すること。    ●  

13 廃棄物の不法投棄対策に関すること。    ●  

14 狂犬病予防及び畜犬登録に関すること。   ●   

15 鳥獣の保護及び狩猟に関すること。     ● 

16 食品衛生に関すること。   ●   

17 火葬費用の助成に関すること。   ●   

18 町営墓地の維持管理に関すること。    ●  

19 墓地等の経営の許可等に関すること。     ● 

20 その他環境の保全に関すること。     ● 
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別表２  優先度の高い通常業務 

課名等 分掌事務 

業務開始目標 

１

日

以

内 

３

日

以

内 

14

日

以

内 

１

ヶ

月

以

内 

１
ヶ
月
を
超
え
る 

健康介護課 １ 介護保険特別会計に関すること。  ●    

２ 介護認定審査会に関すること。    ●  

３ 要介護認定及び要支援認定に関すること。   ●   

４ 介護保険の被保険者の資格の管理に関すること。 ●     

５ 介護保険の保険給付に関すること。  ●    

６ 介護保険の保険料の賦課徴収に関すること。  ●    

７ 介護保険事業基盤の整備に関すること。   ●   

８ 介護給付適正化に関すること。   ●   

９ 介護相談員の派遣に関すること。   ●   

10 介護保険事業の趣旨普及に関すること。   ●   

11 介護保険指定事業者に関すること。   ●   

12 地域密着型サービス事業に関すること。   ●   

13 総合事業指定事業者に対する支払に関すること。  ●    

14 地域支援事業交付金に関すること。     ● 

15 高齢者福祉推進協議会に関すること。     ● 

16 高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画に関する

こと。 
    ● 

17 在宅医療・介護連携の推進に関すること 

町内医療機関、介護施設、介護サービス事業所の

被害状況確認 

●     

18 在宅医療・訪問看護の充実と後方病院の確保に関

すること。 
  ●   

19 医療・介護人材の育成及び確保に関すること。   ●   

20 地域ケア推進会議に関すること。    ●  

21 医療包括支援センターの委託管理、連絡調整等に

関すること。 

介護予防支援事業所利用者の安否把握 

  ●   

22 生活支援サービスの体制整備に関すること。   ●   
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別表２  優先度の高い通常業務 

課名等 分掌事務 

業務開始目標 

１

日

以

内 

３

日

以

内 

14

日

以

内 

１

ヶ

月

以

内 

１
ヶ
月
を
超
え
る 

健康介護課 23 認知症施策の推進に関すること。     ● 

24 成年後見制度の利用支援に関すること。    ●  

25 高齢者虐待に関すること。   ●   

26 高齢者在宅サービスに関すること。  ●    

27 高齢者施設サービスに関すること。  ●    

28 家族介護の支援等に関すること。   ●   

29 介護予防・生活支援サービス事業に関すること。   ●   

30 一般介護予防事業に関すること。   ●   

31 健康増進計画に関すること。     ● 

32 健康づくり推進協議会に関すること。     ● 

33 健康づくり推進員に関すること。     ● 

34 健康増進に関すること。     ● 

35 その他保健事業の推進に関すること。     ● 

36 予防接種に関すること。    ●  

37 がん検診事業に関すること。     ● 

38 特定健診・特定保健指導に関すること。     ● 

39 予防接種健康被害調査委員会に関すること。     ● 

40 受診環境の整備に関すること。    ●  

41 感染症対策に関すること。  ●    

42 その他疾病等の予防に関すること。     ● 
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別表２  優先度の高い通常業務 

課名等 分掌事務 

業務開始目標 

１

日

以

内 

３

日

以

内 

14

日

以

内 

１

ヶ

月

以

内 

１
ヶ
月
を
超
え
る 

福祉・子ども課 １ 地域福祉基盤の整備に関すること。     ● 

２ 民生委員推薦会に関すること。     ● 

３ 民生委員及び児童委員の活動支援に関すること。  ●    

４ 社会福祉法人に関すること。    ●  

５ 低所得者の福祉に関すること。  ●    

６ 戦没者、戦傷病者及び遺族援護に関すること。    ●  

７ 行旅病人及び行旅死亡人に関すること。  ●    

８ ユニバーサルデザイン化の推進に関すること。     ● 

９ 保護司及び更正保護女性会に関すること。    ●  

10 日本赤十字社栄町分区に関すること。 ●     

11 被災者の生活支援に関すること。 ●     

12 福祉施設等の整備に関すること。     ● 

13 その他社会福祉に関すること。     ● 

14 福祉有償運送運営協議会に関すること。    ●  

15 福祉タクシーに関すること。   ●   

16 生きがい対策の推進に関すること。    ●  

17 出産から子育てまでの包括相談に関すること。   ●   

18 子育て情報の発信に関すること。   ●   

19 母子保健に関すること。    ●  

20 母子健診に関すること。    ●  

21 特定教育・保育及び特定地域型保育事業に関する

こと。 
   ●  

22 地域子ども・子育て支援事業に関すること。     ● 

23 次世代育成支援対策の推進に関すること。     ● 

24 子育て世帯に対する経済的支援に関すること。    ●  

25 放課後児童健全育成に関すること。  ●    

26 要保護児童対策地域協議会に関すること。    ●  

27 ひとり親及び寡婦の福祉に関すること。    ●  
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別表２  優先度の高い通常業務 

課名等 分掌事務 

業務開始目標 

１

日

以

内 

３

日

以

内 

14

日

以

内 

１

ヶ

月

以

内 

１
ヶ
月
を
超
え
る 

福祉・子ども課 28 子ども・子育て会議に関すること。     ● 

29 その他児童福祉に関すること。     ● 

30 障害者福祉基盤の整備に関すること。     ● 

31 障害者（児）の社会参加の支援に関すること。     ● 

32 障害者（児）の介護給付に関すること。    ●  

33 障害者（児）の訓練等給付に関すること。    ●  

34 障害者（児）の地域生活支援に関すること。   ●   

35 障害者（児）の相談支援に関すること。   ●   

36 障害者（児）の自立支援医療に関すること。     ● 

37 障害者（児）の補装具費の支給に関すること。    ●  

38 重度障害者（児）に対する医療費の助成に関す

ること。 
    ● 

39 障害者（児）等に対する経済的支援に関するこ

と。 
    ● 

40 身体障害者手帳・療育手帳に関すること。     ● 

41 障害支援区分審査会に関すること。    ●  

42 精神保健及び精神障害者の福祉に関すること。   ●   

43 その他障害者（児）福祉に関すること。  ●    
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別表２  優先度の高い通常業務 

課名等 分掌事務 

業務開始目標 

１

日

以

内 

３

日

以

内 

14

日

以

内 

１

ヶ

月

以

内 

１
ヶ
月
を
超
え
る 

建設課 １ 道路の管理に関すること。    ●  

２ 道路の占用に関すること。    ●  

３ 道路施設の維持管理に関すること。 ●     

４ 公園施設・緑地の維持管理に関すること。 ●     

５ 公園の占用に関すること。    ●  

６ 河川に関すること。     ● 

７ 災害復旧工事に関すること。 ●     

８ 急傾斜地崩壊対策に関すること。 ●     

９ 治水対策に関すること。 ●     

10 自転車等の放置防止に関すること。     ● 

11 公衆用トイレの維持管理に関すること。 ●     

12 アダプト制度に関すること。     ● 

13 公園及び施設の再生に関すること。     ● 

14 道路整備に関すること。     ● 

15 道路用地の取得処分に関すること。     ● 

16 道路用地の管理に関すること。     ● 

17 地籍調査に関すること。     ● 
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別表２  優先度の高い通常業務 

課名等 分掌事務 

業務開始目標 

１

日

以

内 

３

日

以

内 

14

日

以

内 

１

ヶ

月

以

内 

１
ヶ
月
を
超
え
る 

まちづくり課 １ 都市計画に関すること。   ●   

２ 都市計画審議会に関すること。     ● 

３ 都市計画法（昭和４３年法律第１００号）に基づく区

域区分の証明に関すること。 
    ● 

４ 市街地整備に関すること。     ● 

５ 建築指導に関すること。  ●    

６ 耐震の促進に関すること。     ● 

７ 開発指導に関すること。   ●   

８ 住宅施策に関すること。     ● 

９ 国土利用計画法（昭和４９年法律第９２号）に基づく

届出及び遊休土地に関すること。 
    ● 

10 景観及び屋外広告物に関すること。     ● 

11 都市防災に関すること。  ●    

12 公有地の拡大の推進に関する法律（昭和４７年法律第

６６号）に基づく届出等に関すること。 
    ● 

13 地価公示法（昭和４４年法律第４９号）に基づく図書

の閲覧に関すること。 
    ● 

14 駐車場法（昭和３２年法律第１０６号）に基づく路外

駐車場の設置の届出等に関すること。 
    ● 

15 高齢者、障害者等の移動の円滑化の促進に関する法律

（平成１８年法律第９１号）に基づく路外駐車場の設

置の届出等に関すること。 

    ● 

16 都市計画図の調製及び管理に関すること。     ● 
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別表２  優先度の高い通常業務 

課名等 分掌事務 

業務開始目標 

１

日

以

内 

３

日

以

内 

14

日

以

内 

１

ヶ

月

以

内 

１
ヶ
月
を
超
え
る 

下水道課 １ 公共下水道事業特別会計に関すること。 ●     

２ 下水道事業運営審議会に関すること。   ●   

３ 下水道使用料の賦課徴収に関すること。  ●    

４ 受益者負担金に関すること。  ●    

５ 公共下水道の普及促進に関すること。  ●    

６ 下水道の整備計画に関すること。   ●   

７ 下水道管渠
きょ

施設の建設に関すること。   ●   

８ 下水道施設の維持管理に関すること。 ●     

９ 下水道施設の改築更新に関すること。   ●   

10 排水設備工事の適正指導に関すること。   ●   

 

  



- 34 - 
 

別表２  優先度の高い通常業務 

課名等 分掌事務 

業務開始目標 

１

日

以

内 

３

日

以

内 

14

日

以

内 

１

ヶ

月

以

内 

１
ヶ
月
を
超
え
る 

産業課 １ 農業振興地域の整備に関すること。     ● 

２ 農業の振興に関すること。     ● 

３ 農業経営基盤の整備に関すること。     ● 

４ 農業経営基盤強化促進協議会に関すること。     ● 

５ 担い手の育成に関すること。     ● 

６ 農業生産基盤に関すること。 ●     

７ 農産物及び農業資源の有効活用（６次産業化）に関す

ること。 
    ● 

８ 環境保全型農業に関すること。     ● 

９ 農林水産災害に関すること。 ●     

10 鳥獣の捕獲等に関すること。    ●  

11 森林の保全に関すること。     ● 

12 緑化の推進に関すること。     ● 

13 その他農林水産業に関すること。     ● 

14 商業の振興に関すること。  ●    

15 工業の振興に関すること。  ●    

16 消費生活に関すること。    ●  

17 労働行政に関すること。  ●    

18 企業立地に関すること。     ● 

19 その他商工業及び労働に関すること。  ●    

20 都市と農村との間の交流の促進に関すること。     ● 

21 農産物の流通システムの整備に関すること。     ● 

22 観光の振興及びプロモーションに関すること。     ● 

23 観光交流拠点に関すること。  ●    

24 その他観光に関すること。    ●  

  



- 35 - 
 

別表２  優先度の高い通常業務 

課名等 分掌事務 

業務開始目標 

１

日

以

内 

３

日

以

内 

14

日

以

内 

１

ヶ

月

以

内 

１

ヶ

月

を

超

え

る 

消防防災課 １ 消防本部・署の人事に関すること。   ●   

２ 消防本部・署内の行政評価の管理に関すること。    ●  

３ 予算、決算及び会計経理に関すること。    ●  

４ 消防財産の維持管理に関すること。    ●  

５ 公印の管守に関すること。     ● 

６ 行政文書の収受、発送及び整理保存に関すること。    ●  

７ 消防委員会に関すること。     ● 

８ 消防広報に関すること。  ●    

９ 消防職員に対する被服等の貸与に関すること。     ● 

10 消防職員の福利厚生に関すること。     ● 

11 消防職員の労働安全管理及び公務災害補償に関する

こと。 
   ●  

12 消防団の指導育成に関すること。     ● 

13 消防職員委員会に関すること。     ● 

14 水火災の予防に関すること。     ● 

15 防火思想の普及啓発に関すること。     ● 

16 予防査察に関すること。     ● 

17 防火管理及び消防計画に関すること。    ●  

18 消防用設備等の設置指導及び検査に関すること。   ●   

19 建築物の建築の同意に関すること。     ● 

20 火災の原因及び火災による損害の調査に関するこ

と。 
 ●    

21 栄町火災予防条例（昭和３７年栄町条例第３号）に

基づく届出の受理に関すること。 
  ●   

 



- 36 - 
 

別表２  優先度の高い通常業務 

課名等 分掌事務 

業務開始目標 

１

日

以

内 

３

日

以

内 

14

日

以

内 

１

ヶ

月

以

内 

１

ヶ

月

を

超

え

る 

消防防災課 22 液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関す

る法律（昭和４２年法律第１４９号）に基づく意見書

の提出に関すること。 

  ●   

23 危険物安全協会の指導育成に関すること。     ● 

24 講習会及び試験等に関すること。     ● 

25 危険物の製造所、貯蔵所及び取扱所に係る許認可、

届出の受理及び指導に関すること。 
  ●   

26 火災の防御計画に関すること。     ● 

27 水火災等の災害に関すること。   ●   

28 消防水利に関すること。 ●     

29 消防施設の整備に関すること。    ●  

30 救急救助に関すること。 ●     

31 警防計画に関すること。    ●  

32 消防機器の管理に関すること。 ●     

33 消防に係る統計に関すること。    ●  

34 各種証明に関すること。    ●  

35 消防通信の管理運用に関すること。 ●     

36 消防訓練等に関すること。     ● 

37 防災会議に関すること。     ● 

38 地域防災計画の策定に関すること。     ● 

39 防災備品の維持及び管理に関すること。    ●  

40 防災訓練に関すること。     ● 

41 国民保護法制に関すること。    ●  

 

  



- 37 - 
 

別表２  優先度の高い通常業務 

課名等 分掌事務 

業務開始目標 

１

日

以

内 

３

日

以

内 

14

日

以

内 

１

ヶ

月

以

内 

１
ヶ
月
を
超
え
る 

農業委員会 １ 総会に関すること。   ●   

２ 委員会の規則、規程等の制定及び改廃に関すること。   ●   

３ 公告式並びに行政文書の収受、発送及び保存に関する

こと。 
 ●    

４ 予算の経理及び物品の保管に関すること。   ●   

５ 農地基本台帳の整備に関すること。   ●   

６ 農地等の権利移動、転用及び解約等に関すること。  ●    

７ 農地等の交換分合及び農地事情の改善に関すること。   ●   

８ 国有農地等の管理に関すること。     ● 

９ 旧自作農創設特別措置法等に係る事務及び登記に関

すること。 
    ● 

10 諸証明の交付に関すること。  ●    

11 農地等の利用関係についてのあっせん及び紛争の仲

介に関すること。 
  ●   

12 納税猶予に関すること。    ●  

13 農業技術の改良及び農業経営の合理化に関すること。    ●  

14 農業振興及び啓蒙宣伝に関すること。    ●  

15 建議、意見の公表及び答申に関すること。    ●  

16 農業者年金に関すること。    ●  

17 町長の権限に属する事務の一部を栄町農業委員会に

委任する規則に掲げる事務に関すること。 
    ● 

18 その他法令により委員会の権限に属する事項に関す

ること。 
    ● 

 

  



- 38 - 
 

別表２  優先度の高い通常業務 

課名等 分掌事務 

業務開始目標 

１

日

以

内 

３

日

以

内 

14

日

以

内 

１

ヶ

月

以

内 

１
ヶ
月
を
超
え
る 

出納室 １ 歳計現金及び歳入歳出外現金（現金に代えて納付され

た証券及び基金に属する現金を含む。）の出納及び保管

に関すること。 

●     

２ 決算の調製に関すること。     ● 

３ 物品及び有価証券の出納及び保管に関すること。  ●    

４ 現金及び財産の記録管理に関すること。  ●    

５ 支出負担行為の確認及び支出命令の審査に関するこ

と。 
 ●    

６ 指定金融機関等の公金出納事務の指導及び検査に関す

ること。 
    ● 

７ 小切手の振出等に関すること。   ●   

８ 県収入証紙に関すること。 ●     

９ 町税、税外収入その他の収入の審査に関すること。  ●    

10 現金等の管理の検査に関すること。    ●  

11 会計事務の執行の検査に関すること。    ●  

12 その他会計事務に関すること。    ●  

 

  



- 39 - 
 

別表２  優先度の高い通常業務 

課名等 分掌事務 

業務開始目標 

１

日

以

内 

３

日

以

内 

14

日

以

内 

１

ヶ

月

以

内 

１
ヶ
月
を
超
え
る 

議会事務局 １ 議員名簿、委員名簿及び職員名簿並びに履歴簿の整備

に関すること。 
    ● 

２ 行政文書の収受、発送及び保存に関すること。     ● 

３ 公印の保管に関すること。     ● 

４ 議員の出欠席に関すること。     ● 

５ 議場その他会議室の管理及び取締りに関すること。     ● 

６ 予算の経理及び物品の保管に関すること。     ● 

７ 儀式及び交際に関すること。     ● 

８ 慶弔に関すること。     ● 

９ 議長会に関すること。     ● 

10 議員の共済、互助及び公務災害に関すること。     ● 

11 職員の任免、給与、賞罰及び身分に関すること。     ● 

12 職員の服務、規律及び厚生に関すること。     ● 

13 議事日程及び諸般の報告に関すること。     ● 

14 請願及び陳情の受理及び処理に関すること。     ● 

15 議員提出議案及び意見書等に関すること。     ● 

16 議会の本会議に関すること。    ●  

17 議決結果の処理及び報告に関すること。     ● 

18 会議録その他会議記録の作成及び保存に関すること。     ● 

19 議会の傍聴に関すること。     ● 

20 委員会に関すること。    ●  

21 公聴会に関すること。     ● 

22 協議会に関すること。    ●  

23 議案審議に必要な資料の作成に関すること。     ● 

24 町政に関する調査、検査並びに情報の収集及び整理に

関すること。 
    ● 

25 法令の調査及び研究に関すること。     ● 

26 議会の規則、規程等の制定及び改廃に関すること。     ● 

27 議会史及び議会資料の編集並びに議会先例の調査に

関すること。 
    ● 

28 図書の整備及び管理に関すること。     ● 
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別表２  優先度の高い通常業務 

課名等 分掌事務 

業務開始目標 

１

日

以

内 

３

日

以

内 

14

日

以

内 

１

ヶ

月

以

内 

１
ヶ
月
を
超
え
る 

選挙管理委員会 １ 委員会の会議に関すること。     ● 

２ 規程等の制定及び改廃に関すること。     ● 

３ 選挙人名簿の調製及び縦覧に関すること。     ● 

４ 選挙人名簿の整理に関すること。     ● 

５ 選挙資格の調査に関すること。     ● 

６ 投票区の設定、改廃に関すること。     ● 

７ 選挙の執行に関すること。     ● 

８ 直接請求に関すること。     ● 

９ 異議の申出、訴願及び訴訟に関すること。     ● 

10 選挙の啓発に関すること。     ● 

11 検察審査員候補者の予定者の選定に関すること。     ● 

12 裁判員候補者の予定者の選定に関すること。     ● 

13 人事、給与及び研修等に関すること。     ● 

14 予算及び経理に関すること。     ● 

15 文書の収受、発送及び保存に関すること。     ● 

16 公印、図書及び備品の保管に関すること。     ● 

17 公告式に関すること。     ● 

18 その他選挙事務に関すること。     ● 

 

 

  



- 41 - 
 

別表２  優先度の高い通常業務 

課名等 分掌事務 

業務開始目標 

１

日

以

内 

３

日

以

内 

14

日

以

内 

１

ヶ

月

以

内 

１
ヶ
月
を
超
え
る 

教育委員会 

 教育総務課 

１ 教育委員会の会議に関すること。    ●  

２ 教育行政に係る請願書及び陳情書の処理に関するこ

と。 
   ●  

３ 教育委員及び教育長の秘書事務に関すること。    ●  

４ 事務局及び教育機関の職員（県費負担教職員を除く。）

の任免その他の人事に関すること。 
   ●  

５ 教育予算その他議会の議決を経るべき議案に対する

意見の申出に関すること。 
   ●  

６ 教育委員会の規則その他規程の審査及び公告式に関

すること。 
   ●  

７ 教育委員会の行政文書の受領及び整理保存並びに公

印の保管に関すること。 
   ●  

８ 附属機関の委員等の任命又は委嘱に関すること。    ●  

９ 儀式及び顕彰に関すること。    ●  

10 教育に係る基本計画の策定及び調整に関すること。    ●  

11 教育行政相談に関すること。    ●  

12 教育に係る調査及び統計（他の課の所属に属するもの

を除く。）に関すること。 
   ●  

13 教育広報に関すること。    ●  

14 教育財産の管理に関すること。    ●  

15 教育機関（小学校及び中学校を除く。）の設置及び廃

止に関すること。 
   ●  

16 教育施設に係る計画の策定に関すること。    ●  

17 学校教育施設の整備に関すること。  ●    

18 学校教育施設の管理に関すること。  ●    

19 前各号に定めるもののほか、他課に属さない事務に関

すること。 
   ●  
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別表２  優先度の高い通常業務 

課名等 分掌事務 

業務開始目標 

１

日

以

内 

３

日

以

内 

14

日

以

内 

１

ヶ

月

以

内 

１
ヶ
月
を
超
え
る 

教育委員会 

 学校教育課 

１ 県費負担教職員の人事及び服務に関すること。   ●   

２ 県費負担教職員の福利厚生に関すること。     ● 

３ 学校評議員に関すること。     ● 

４ 学校の設置及び廃止に関すること。（他の課の所属に

属するものを除く。） 
    ● 

５ 小学校及び中学校の通学区域の設置又は変更に関す

ること。 
    ● 

６ 通学区域審議会に関すること。     ● 

７ 学級編制及び学齢簿に関すること。     ● 

８ 児童及び生徒の就学に関すること。     ● 

９ 教科書の給与に関すること。   ●   

10 教材及び備品等の整備に関すること。    ●  

11 学校教育に係る調査及び統計に関すること。     ● 

12 私立幼稚園就園奨励費補助金に関すること。     ● 

13 学校の用務に関すること。   ●   

14 学校職員に対する学校教育についての専門的事項の

指導に関すること。 
    ● 

15 学校教育の企画及び調査に関すること。    ●  

16 県費負担教職員の研修に関すること。     ● 

17 小学校及び中学校における教育課程及び学習指導に

関すること。 
  ●   

18 生徒指導及び進路相談に関すること。    ●  

19 教科書その他の教材の取扱いに関すること。   ●   

20 学校の臨時休業及び校外学習に関すること。  ●    

21 研究学校に関すること。     ● 

22 学校人権教育に関すること。     ● 

22 英語指導助手に関すること。   ●   

23 特別支援教育及び教育支援委員会に関すること。     ● 

24 学校図書館に関すること。     ● 

25 教育相談に関すること。    ●  



- 43 - 
 

別表２  優先度の高い通常業務 

課名等 分掌事務 

業務開始目標 

１

日

以

内 

３

日

以

内 

14

日

以

内 

１

ヶ

月

以

内 

１
ヶ
月
を
超
え
る 

教育委員会 

 学校教育課 

26 教育支援センターの指導及び運営に関すること。    ●  

27 学校保健に関すること。  ●    

28 児童及び生徒の健康診断に関すること。     ● 

29 学校医、学校歯科医及び学校薬剤師に関すること。     ● 

30 独立行政法人日本スポーツ振興センターに関する

こと。 
   ●  

31 児童及び生徒の安全に関すること。 ●     

32 小学校及び中学校の給食指導に関すること。     ● 

33 学校事故に関すること。 ●     

34 教育関係団体に関すること。     ● 

35 要（準要）保護に関すること。     ● 

36 小学校及び中学校との連絡調整に関すること。 ●     

37 町有バスの運行及び管理に関すること。 ●     

38 その他学校教育に関すること。   ●   

39 給食数に関すること。     ● 

40 学校給食費に関すること。     ● 

41 学校給食センター運営協議会に関すること。     ● 

42 給食センターの施設・設備の維持管理に関するこ

と。 
●     

43 賄い材料の調達及び検収に関すること。     ● 

44 献立表の作成に関すること。     ● 

45 調理業務に関すること。     ● 

46 給食の配送に関すること。     ● 

47 給食関係者の衛生管理に関すること。     ● 

48 公印の保管に関すること。 ●     
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別表２  優先度の高い通常業務 

課名等 分掌事務 

業務開始目標 

１

日

以

内 

３

日

以

内 

14

日

以

内 

１

ヶ

月

以

内 

１
ヶ
月
を
超
え
る 

教育委員会 

 生涯学習課 

１ 生涯学習指導者の育成に関すること。     ● 

２ 生涯学習情報の収集及び提供に関すること。     ● 

３ 生涯学習に係る関係機関との連絡調整に関するこ

と。 
  ●   

４ 教育施設等の活用推進に関すること。    ●  

５ 社会教育事業の計画及び実施に関すること。     ● 

６ 社会教育関係団体の指導及び育成に関すること。     ● 

７ 社会教育委員に関すること。     ● 

８ 家庭教育への支援に関すること。     ● 

９ 青少年教育に関すること。     ● 

10 青少年健全育成事業に関すること。     ● 

11 青少年関係団体の指導及び育成に関すること。     ● 

12 成人教育に関すること。     ● 

13 ユネスコ活動に関すること。     ● 

14 図書に関すること。     ● 

15 読書教育に関すること。     ● 

16 視聴覚教育に関すること。     ● 

17 ふれあいプラザさかえの運営に関すること。    ●  

18 ふれあいプラザさかえの維持管理に関すること。    ●  

19 ふれあいプラザさかえの自主文化事業の企画、立案

及び実施に関すること。 
    

● 

20 ふれあいプラザさかえ事業基金に関すること。     ● 

21 文化・芸術団体の指導及び育成に関すること。     ● 

22 公印の保管に関すること。    ●  

23 文化財の発掘調査に関すること。     ● 

24 文化財の保全に関すること。    ●  

25 文化財の活用に関すること。     ● 

26 文化財審議会に関すること。     ● 
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別表２  優先度の高い通常業務 

課名等 分掌事務 

業務開始目標 

１

日

以

内 

３

日

以

内 

14

日

以

内 

１

ヶ

月

以

内 

１
ヶ
月
を
超
え
る 

教育委員会 

 生涯学習課 

27 国指定文化財に関すること。   ●   

28 龍角寺古墳群調査整備委員会に関すること。     ● 

29 町史編さんに関すること。     ● 

30 町史編さん委員会に関すること。     ● 

31 公文書等の歴史資料の保存及び利用に関すること。     ● 

32 スポーツ大会の計画及び実施に関すること。     ● 

33 スポーツ推進委員に関すること。     ● 

34 社会体育関係団体の指導及び育成に関すること。     ● 

35 スポーツ活動の振興に関すること。     ● 

36 社会体育施設の管理及び運営に関すること。    ●  

37 学校体育施設開放事業に関すること。     ● 

 

 


